
高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

第１号様式（第９条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 住所

氏名

生年月日 年 月 日

（法人及び任意団体等の場合は、代表者氏名）

高知県空き店舗対策事業費補助金（空き店舗出店支援事業）交付申請書

下記のとおり事業を実施したいので、高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱第９条の規定

により、補助金 円の交付を申請します。

記

１ 実施場所

２ 事業内容

３ 事業着手・完了予定日 着手 令和 年 月 日 完了 令和 年 月 日

４ 補助対象経費 円

５ 添付資料

□工事見積内訳書

□設計図面又は平面図等の実施内容を確認することができるもの

□事業実施場所の位置図及び店舗等の現状写真等

□空き店舗の状況確認書

□店舗等賃貸（仮）契約書の写し

□事業計画書及び簡易資金繰予定表（参考様式１及び２）

□損益計画表及び売上計画表（参考様式３及び４）

□個人情報の取扱いに関する同意書

□住民票謄本（個人及び任意団体の場合）

□法人の登記事項証明書（法人の場合）

□国税、都道府県税及び市町村税の滞納がない旨を証する納税証明書（申請日の３月以内に発行

されたもの）又は県税完納情報の提供に係る同意書（※１）及び本人確認書類の写し（※２）

※１：税務課が別に定める「県税完納情報提供事務処理要領」における第４号様式。

※２：補助事業者が個人の場合は、マイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の写し等。

補助事業者が法人の場合は、法人代表者のマイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の写し等。

（注）マイナンバーカードは表面のみコピー（裏面はマイナンバーカードの表示があるため、提出は不

第１号様式（第９条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 住所

氏名

生年月日 年 月 日

（法人及び任意団体等の場合は、代表者氏名）

高知県空き店舗対策事業費補助金（空き店舗出店支援事業）交付申請書

下記のとおり事業を実施したいので、高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱第９条の規定

により、補助金 円の交付を申請します。

記

１ 実施場所

２ 事業内容

３ 事業着手・完了予定日 着手 令和 年 月 日 完了 令和 年 月 日

４ 補助対象経費 円

５ 添付資料

□工事請負内訳書又は工事見積内訳書

□設計図面又は平面図等の実施内容を確認することができるもの

□事業実施場所の位置図及び店舗等の現状写真等

□空き店舗の状況確認書

□店舗等賃貸（仮）契約書の写し

□事業計画書及び簡易資金繰予定表（参考様式１及び２）

□損益計画表及び売上計画表（参考様式３及び４）

□個人情報の取扱いに関する同意書

□住民票謄本（個人及び任意団体の場合）

□法人の登記事項証明書（法人の場合）

□国税、都道府県税及び市町村税の滞納がない旨を証する納税証明書（申請日の３月以内に発行

されたもの）又は県税完納情報の提供に係る同意書（※１）及び本人確認書類の写し（※２）

※１：税務課が別に定める「県税完納情報提供事務処理要領」における第４号様式。

※２：補助事業者が個人の場合は、マイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の写し等。

補助事業者が法人の場合は、法人代表者のマイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の写し等。

（注）マイナンバーカードは表面のみコピー（裏面はマイナンバーカードの表示があるため、提出は不可

文言削除



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

可とする。）、健康保険証の保険者番号及び被保険者等記号・番号は復元できない程度にマスキング処理

を施す等してください。

□税外未収金債務の滞納がないことについての誓約書兼同意書

□許認可、資格等の確認書類

とする。）、健康保険証の保険者番号及び被保険者等記号・番号は復元できない程度にマスキング処理を施

す等してください。

□税外未収金債務の滞納がないことについての誓約書兼同意書

□許認可、資格等の確認書類



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

６ 収支予算（空き店舗対策事業）

（１） 収入の部

（２） 支出の部

６ 収支予算（空き店舗対策事業）

（１） 収入の部

（２） 支出の部

区 分 予 算 額 備 考

県 補 助 金 円

そ の 他

計

区 分

（節別区分）
予 算 額 積 算 根 拠 備 考

円

計

区 分 予 算 額 備 考

県 補 助 金 円

そ の 他

計

区 分

（節別区分）
予 算 額 積 算 根 拠 備 考

円

計



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

７ 事業実施計画（空き店舗対策事業）

（注）事業名、事業概要には、事業実施主体の行う事業名、事業概要を記入してください。

７ 事業実施計画（空き店舗対策事業）

（注）事業名、事業概要には、事業実施主体の行う事業名、事業概要を記入してく

事

業

名

事

業

概

要

事業

実施

主体

着手(予定)年月日

完了予定年月日

総事

業費

補助対

象経費

補助対象経費の財源内訳

補助対象

外経費
備 考

県補助金 その他

円 円 円 円 円

計

事

業

名

事

業

概

要

事業

実施

主体

着手(予定)年月日

完了予定年月日

総事

業費

補助対

象経費

補助対象経費の財源内訳

補助対象

外経費
備 考

県補助金 その他

円 円 円 円 円

計



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

第１号様式の２（第９条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 市町村長

（代表者名 ）

所在地

生年月日 年 月 日

高知県空き店舗対策事業費補助金（商店街等店舗兼住宅等活用推進事業）交付申請書

下記のとおり事業を実施したいので、高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱第９条の

規定により、補助金 円の交付を申請します。

記

１ 実施場所

２ 事業内容

３ 事業着手・完了予定年月日 着手 令和 年 月 日 完了 令和 年 月 日

４ 補助対象経費 円

５ 添付資料

□事業実施主体において税外未収金債務の滞納がないことについての誓約書兼同意書

□事業実施主体における商店街等店舗兼住宅等活用推進事業にかかる誓約書

□事業実施主体が市町村に提出した交付申請書の写し

※下記については、上記添付資料と重複するものについては除く

□工事見積内訳書など事業費の根拠を確認することができるもの。

□設計図面又は平面図等の実施内容を確認することができるもの

□事業実施場所の位置図及び店舗等の現状写真等

□対象建築物の登記事項証明書

□事業実施主体の住民票謄本（個人及び任意団体の場合）

□事業実施主体の法人の登記事項証明書（法人の場合）

□事業実施主体において国税、都道府県税及び市町村税の滞納がない旨を証する納税証明書（申

請日の３月以内に発行されたもの）

□市町村の補助金交付要綱

第１号様式の２（第９条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 住 所

団体名

代表者氏名

生年月日 年 月 日

高知県空き店舗対策事業費補助金（商店街等店舗兼住宅活用推進事業）交付申請書

下記のとおり事業を実施したいので、高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱第９条の規

定により、補助金 円の交付を申請します。

記

１ 実施場所

２ 事業内容

３ 事業着手・完了予定年月日 着手 令和 年 月 日 完了 令和 年 月 日

４ 補助対象経費 円

５ 添付資料

□工事請負内訳書又は工事見積内訳書

□設計図面又は平面図等の実施内容を確認することができるもの

□事業実施場所の位置図及び店舗等の現状写真等

□事業実施主体の住民票謄本（個人及び任意団体の場合）

□事業実施主体の法人の登記事項証明書（法人の場合）

□事業実施主体において国税、都道府県税及び市町村税の滞納がない旨を証する納税証明書（申

請日の３月以内に発行されたもの）

□事業実施主体において税外未収金債務の滞納がないことについての誓約書兼同意書

□事業実施主体における商店街等店舗兼住宅活用推進事業にかかる誓約書

□対象建築物の登記事項証明書

□市町村の補助金交付要綱

文言変更

文言追加

文言変更

文言追加

文言変更

担当部署： 担当者職氏名：

電話番号： FAX 番号：

E メール：

担当部署： 担当者職氏名：

電話番号： FAX 番号：

E メール：



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

６ 収支予算（商店街等店舗兼住宅等活用推進事業）

（１） 収入の部

（注）「地方債」の「備考」欄には、地方債の種類を記入してください。

（２） 支出の部

（注）詳細な積算根拠等は、任意の様式で添えてください。

６ 収支予算（商店街等店舗兼住宅活用推進事業）

（１） 収入の部

（注）「地方債」の「備考」欄には、地方債の種類を記入してください。

（２） 支出の部

（注）詳細な積算根拠等は、任意の様式で添えてください。

文言追加

区 分 予 算 額 備 考

県 補 助 金 円

一 般 財 源

地 方 債

そ の 他

計

区 分

（節別区分）
予 算 額 積 算 根 拠 備 考

補 助 金

円

計

予算議決日（又は議決予定日） 年 月 日（予定）

区 分 予 算 額 備 考

県 補 助 金 円

一 般 財 源

地 方 債

そ の 他

計

区 分

（節別区分）
予 算 額 積 算 根 拠 備 考

補 助 金

円

計

予算議決日（又は議決予定日） 年 月 日（予定）



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

７ 事業実施計画（商店街等店舗兼住宅等活用推進事業）

（注）事業名、事業概要には、事業実施主体の行う事業名、事業概要を記入してください。

７ 事業実施計画（商店街等店舗兼住宅活用推進事業）

（注）事業名、事業概要には、事業実施主体の行う事業名、事業概要を記入してください。

文言追加

事業名
事業概

要

事業実

施主体

着手(予

定)年月日

完了予定

年月日

総

事

業

費

補助

対象

経費

補助対象経費の財源内訳

補助対象

外経費

備

考県補助

金

一般財

源

地方

債

事業実

施主体

負担

円 円 円 円 円 円 円

計

事業名 事業概要
事業実

施主体

着手(予

定)年月日

完了予定

年月日

総事

業費

補助

対象

経費

補助対象経費の財源内訳

補助対

象外経

費

備考県補助

金

一般財

源
地方債

事業実

施主体

負担

円 円 円 円 円 円 円

計



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

８ 空き店舗改修概要書（商店街等店舗兼住宅等活用推進事業）

（１）申請者の概要

*は事業者の場合のみ記載

（２）建築物概要

（３）空き店舗改修工事等内容

８ 空き店舗改修概要書（商店街等店舗兼住宅活用推進事業）

（１）申請者の概要

*は事業者の場合のみ記載

（２）建築物概要

（３）空き店舗改修工事等内容

文言追加

文言削除

文言追加

文言削除

ふ り が な

会 社 名 *
設 立 日 * 年 月 日

資本金（出資金）* 従 業 員 数 *
名

（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ： 名）

ふ り が な

氏名・代表者氏名

連 絡 先

( T E L ･ E - m a i l )

所 在 地
〒

所 在 地
閉店 時期

(店舗として使用しなくなった時期)
年 月

店 舗 面 積 建 物 構 造

建 築 年 階 数 階建

店 舗 改 修

工 事 等 内 容

スケジュール

改修工事実施予定期間 年 月 日 ～ 年 月 日

出 店 者 募 集

開 始 日 （ 予 定 ）
年 月 日

ふ り が な

会 社 名 *
設 立 日 * 年 月 日

資本金（出資金）* 従 業 員 数 *
名

（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ： 名）

ふ り が な

氏名・代表者氏名

連 絡 先

(TEL･E-mail)

所 在 地
〒

所 在 地
閉店時期

(店舗として使用しなくなった時期)
年 月

店 舗 面 積 建 物 構 造

建 築 年 階 数 階建

店 舗 改 修

工事 等内容

スケジュール

改修工事等契約日

（ 予 定 ）
年 月 日

工 事 期 間

（ 予 定 ）
年 月 日 ～ 年 月 日

施 工 業 者 名

（ 予 定 ）

出 店 者 募 集

開始日（予定）
年 月 日



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

第２号様式（第 12 条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 住所

氏名

生年月日 年 月 日

（法人及び任意団体の場合は、代表者氏名）

高知県空き店舗対策事業費補助金（空き店舗出店支援事業）変更交付申請書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で交付の決定（又は変更決定）がありま

した補助金について、下記のとおり変更したいので、高知県空き店舗対策事業費補助金交付

要綱第 12 条第１項の規定により申請します。

記

１ 変更の内容

２ 変更の理由

３ 補助金変更申請額（交付決定額を変更しない場合は、記入不要とします。）

（単位：円）

４ 添付資料

□変更内容を確認することができる設計書や参考となる資料等

第２号様式（第 12 条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 住所

氏名

（法人及び任意団体の場合は、代表者氏名）

高知県空き店舗対策事業費補助金（空き店舗出店支援事業）変更交付申請書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で交付の決定（又は変更決定）がありま

した補助金について、下記のとおり変更したいので、高知県空き店舗対策事業費補助金交付

要綱第 12条第１項の規定により申請します。

記

１ 変更の内容

２ 変更の理由

３ 補助金変更申請額（交付決定額を変更しない場合は、記入不要とします。）

（単位：円）

(注)参考となる資料を添えてください。

文言追加

文言変更

既交付決定額 変更後交付申請額 差引増（減）額 既交付決定額 変更後交付申請額 差引増（減）額



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

５ 収支予算（空き店舗対策事業）

（１） 収入の部

（２） 支出の部

（注） 変更前を上段に括弧書きで記入してください。

４ 収支予算（空き店舗対策事業）

（１） 収入の部

（２） 支出の部

（注） 変更前を上段に括弧書きで記入してください。

番号変更

区 分 予 算 額 備 考

県 補 助 金 円

そ の 他

計

区 分

（節別区分）
予 算 額 積 算 根 拠 備 考

円

計

区 分 予 算 額 備 考

県 補 助 金 円

そ の 他

計

区 分

（節別区分）
予 算 額 積 算 根 拠 備 考

円

計



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

６ 事業変更計画（空き店舗対策事業）

（注）１ 事業名、事業概要には、事業実施主体の行う事業名、事業概要を記入してください。

２ 変更前に内容を上段に括弧書きで記入してください。

５ 事業変更計画（空き店舗対策事業）

（注）１ 事業名、事業概要には、事業実施主体の行う事業名、事業概要を記入してください。

２ 変更前に内容を上段に括弧書きで記入してください。

番号変更

事

業

名

事

業

概

要

事業実

施主体

着手(予定)年月日

完了予定年月日

総事業費

補助

対象

経費

補助対象経費の財源内訳

補助対象

外経費
備考

県補助金 その他

円 円 円 円 円

計

事

業

名

事

業

概

要

事業実

施主体

着手(予定)年月日

完了予定年月日

総事業費

補助

対象

経費

補助対象経費の財源内訳

補助対象

外経費
備考

県補助金 その他

円 円 円 円 円

計



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

第２号様式の２（第 12 条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 市町村長

（代表者名 ）

所在地

生年月日 年 月 日

高知県空き店舗対策事業費補助金（商店街等店舗兼住宅等活用推進事業）変更交付申請書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で交付の決定（又は変更決定）

がありました補助金について、下記のとおり変更したいので、高知県空き店舗対策事業費補

助金交付要綱第 12 条第１項の規定により申請します。

記

１ 変更の内容

２ 変更の理由

３ 補助金変更申請額

４ 添付資料

□事業実施主体が市町村に提出した変更申請書の写し

□変更内容を確認することができる設計書や参考となる資料等

第２号様式の２（第 12 条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 住 所

団体名

代表者氏名

高知県空き店舗対策事業費補助金（商店街等店舗兼住宅活用推進事業）変更交付申請書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で交付の決定（又は変更決定）が

ありました補助金について、下記のとおり変更したいので、高知県空き店舗対策事業費補助金

交付要綱第 12 条第１項の規定により申請します。

記

１ 変更の内容

２ 変更の理由

３ 補助金変更申請額

（注）変更内容を確認することができる設計書や参考となる資料等を添えてください。

文言変更

文言追加

文言追加

既交付決定額 変更後の申請額 差引き増減額

円 円 円

既交付決定額 変更後の申請額 差引き増減額

円 円 円



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

５ 収支予算（商店街等店舗兼住宅等活用推進事業）

（１） 収入の部

（注）「地方債」の「備考」欄には、地方債の種類を記入してください。

（２） 支出の部

（注）１ 変更前を上段に括弧書きで記入してください。

２ 詳細な積算根拠等は、任意の様式で添えてください。

４ 収支予算（商店街等店舗兼住宅活用推進事業）

（１） 収入の部

（注）「地方債」の「備考」欄には、地方債の種類を記入してください。

（２） 支出の部

（注） 変更前を上段に括弧書きで記入してください。

（注）詳細な積算根拠等は、任意の様式で添えてください。

文言追加

番号変更

文言変更

区 分 予 算 額 備 考

県 補 助 金 円

一 般 財 源

地 方 債

そ の 他

計

区 分

（節別区分）
予 算 額 積 算 根 拠 備 考

補 助 金

円

計

区 分 予 算 額 備 考

県 補 助 金 円

一 般 財 源

地 方 債

そ の 他

計

区 分

（節別区分）
予 算 額 積 算 根 拠 備 考

補 助 金

円

計



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

６ 事業変更計画（商店街等店舗兼住宅等活用推進事業）

（注）１ 事業名、事業概要には、事業実施主体の行う事業名、事業概要を記入してください。

２ 変更前に内容を上段に括弧書きで記入してください。

５ 事業変更計画（商店街等店舗兼住宅活用推進事業）

（注）１ 事業名、事業概要には、事業実施主体の行う事業名、事業概要を記入してください。

２ 変更前に内容を上段に括弧書きで記入してください。

文言追加

番号変更

事業名 事業概要

事業

実施

主体

着手(予定)

年月日

完了予定年

月日

総事

業費

補助

対象

経費

補助対象経費の財源内訳

補助対象

外経費

備

考県補

助金
一般財源 地方債

事業

実施

主体

負担

円 円 円 円 円 円 円

計

事業名 事業概要

事業

実施

主体

着手(予定)

年月日

完了予定年

月日

総事

業費

補助

対象

経費

補助対象経費の財源内訳

補助対象

外経費

備

考県補

助金
一般財源 地方債

事業

実施

主体

負担

円 円 円 円 円 円 円

計



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

第３号様式（第 13 条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 住所

氏名

生年月日 年 月 日

（法人及び任意団体の場合は、代表者）

高知県空き店舗対策事業費補助金（空き店舗出店支援事業）（中止・廃止）承認申請書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で決定しましたことについては、下

記のとおり事業の（中止・廃止）をしたいので、高知県空き店舗対策事業費補助金交付要

綱第 13 条の規定により申請します。

記

１ （中止・廃止）の年月日

２ （中止・廃止）の理由

３ 添付資料

□参考となる資料

（注）申請様式において、（中止・廃止）のいずれか申請内容に該当しないものについては、二重線

で削除してください。

第３号様式（第 13 条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 住所

氏名

（法人及び任意団体の場合は、代表者）

高知県空き店舗対策事業費補助金（空き店舗出店支援事業）（中止・廃止）承認申請書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で決定しましたことについては、下記

のとおり事業の（中止・廃止）をしたいので、高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱

第 13 条の規定により申請します。

記

１ （中止・廃止）の年月日

２ （中止・廃止）の理由

（注）参考となる資料を添えてください。

申請様式において、（中止・廃止）のいずれか申請内容に該当しないものについては、二重線

で削除してください。

文言追加

文言追加

文言削除



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

第３号様式の２（第 13 条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 市町村長

（代表者名 ）

所在地

生年月日 年 月 日

高知県空き店舗対策事業費補助金（商店街等店舗兼住宅等活用推進事業）

（中止・廃止）承認申請書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で決定しましたことについては、下

記のとおり事業の（中止・廃止）をしたいので、高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱

第 13 条の規定により申請します。

記

１ （中止・廃止）の年月日

２ （中止・廃止）の理由

３ 添付資料

□参考となる資料

（注）申請様式において、（中止・廃止）のいずれか申請内容に該当しないものについては、二

重線で削除してください。

第４号様式（第 17 条関係）《略》

第３号様式の２（第 13 条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 住 所

団体名

代表者氏名

高知県空き店舗対策事業費補助金（商店街等店舗兼住宅活用推進事業）

（中止・廃止）承認申請書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で決定しましたことについては、下記

のとおり事業の（中止・廃止）をしたいので、高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱第 13

条の規定により申請します。

記

１ （中止・廃止）の年月日

２ （中止・廃止）の理由

（注）参考となる資料を添えてください。

申請様式において、（中止・廃止）のいずれか申請内容に該当しないものについては、二重線

で削除してください。

第４号様式（第 17条関係）《略》

文言変更

文言追加

文言追加

文言削除



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

第４号様式（第 17 条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 住所

氏名

生年月日 年 月 日

（法人及び任意団体の場合は、代表者氏名）

高知県空き店舗対策事業費補助金（空き店舗出店支援事業）実績報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で交付の決定（又は変更決定）がありま

した補助金について、下記のとおり事業が完了しましたので、高知県空き店舗対策事業費補

助金交付要綱第 17 条の規定により、その実績を報告します。

記

１ 交付決定額 円

２ 実績額 円

３ 事業完了年月日 令和 年 月 日

４ 添付書類 □事業実施の結果を確認することができる写真及び書類等

□事業実施に係る経費の内訳が分かるものの写し

□事業実施に係る経費の領収書の写し

□その他

５ 振込先 銀行 支店 （普通・当座）口座番号

第４号様式（第 17条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 住所

氏名

（法人及び任意団体の場合は、代表者氏名）

高知県空き店舗対策事業費補助金（空き店舗出店支援事業）実績報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で交付の決定（又は変更決定）がありま

した補助金について、下記のとおり事業が完了しましたので、高知県空き店舗対策事業費補

助金交付要綱第 17条の規定により、その実績を報告します。

記

１ 交付決定額 円

２ 実績額 円

３ 事業完了年月日 令和 年 月 日

４ 添付書類 □事業実施の結果を確認することができる写真及び書類等

□事業実施に係る経費の内訳が分かるものの写し

□事業実施に係る経費の領収書の写し

□その他

５ 振込先 銀行 支店 （普通・当座）口座番号

文言追加



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

６ 収支決算（空き店舗対策事業）

（１） 収入の部

（２） 支出の部

５ 収支決算（空き店舗対策事業）

（１） 収入の部

（２） 支出の部

番号変更

区 分 決算額 備 考

県 補 助 金 円

そ の 他

計

区 分

（節別区分）
決算額 積 算 根 拠 備 考

円

計

区 分 決算額 備 考

県 補 助 金 円

そ の 他

計

区 分

（節別区分）
決算額 積 算 根 拠 備 考

円

計



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

７ 事業実績（空き店舗対策事業）

（注）１ 事業名、事業概要には、事業実施主体の行う事業名、事業概要を記入してください。

２ 交付決定の内容を上段に括弧書きで記入してください。

６ 事業実績（空き店舗対策事業）

（注）１ 事業名、事業概要には、事業実施主体の行う事業名、事業概要を記入してください。

２ 交付決定の内容を上段に括弧書きで記入してください。

番号変更

事

業

名

事業

概要

事業実

施主体

着手年月日

完了年月日

総事

業費

補助対

象経費

補助対象経費の財源内訳

補助対象

外経費
備考

県補助金 その他

円 円 円 円 円

計

事

業

名

事業

概要

事業実

施主体

着手年月日

完了年月日

総事

業費

補助対

象経費

補助対象経費の財源内訳

補助対象

外経費
備考

県補助金 その他

円 円 円 円 円

計



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

第４号様式の２（第 17 条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 市町村長

（代表者名 ）

所在地

生年月日 年 月 日

高知県空き店舗対策事業費補助金（商店街等店舗兼住宅等活用推進事業）実績報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で交付の決定（又は変更決定）

がありました補助金について、下記のとおり事業が完了しましたので、高知県空き店舗対策

事業費補助金交付要綱第 17 条の規定により、その実績を報告します。

記

１ 交付決定額 円

２ 実績額 円

３ 事業実施期間 年 月 日 から 年 月 日まで

４ 添付書類

□市町村の検査調書の写し

□事業実施主体が市町村に提出した実績報告書の写し

※下記については、上記添付資料と重複するものについては除く

□事業実施の結果を確認することができる写真及び書類等

□事業実施に係る経費の請求書・領収書（銀行振込受領書又は支払証明書でも可）の写し

□空き店舗部分への出店者が決まっていない場合、広く出店者を募集していることがわかる

資料（市町村の運営する空き店舗バンクや空き家バンク等への掲載、不動産情報、テナン

ト募集の写真等）

□空き店舗部分への出店者が決まっている場合、入居したことが証明できる書類（賃貸借契

約の写し等）

第４号様式の２（第 17条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 住 所

団体名

代表者氏名

高知県空き店舗対策事業費補助金（商店街等店舗兼住宅活用推進事業）実績報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で交付の決定（又は変更決定）が

ありました補助金について、下記のとおり事業が完了しましたので、高知県空き店舗対策事業

費補助金交付要綱第 17 条の規定により、その実績を報告します。

記

１ 交付決定額 円

２ 実績額 円

３ 事業実施期間 年 月 日 から 年 月 日まで

４ 添付書類

□事業実施の結果を確認することができる写真及び書類等

□事業実施に係る経費の請求書・領収書（銀行振込受領書又は支払証明書でも可）の

写し

□空き店舗部分への出店者が決まっていない場合、広く出店者を募集していることがわかる資

料（市町村の運営する空き店舗バンクや空き家バンク等への掲載、不動産情報、テナント募

集の写真等）

□空き店舗部分への出店者が決まっている場合、入居したことが証明できる書類（賃貸借契約

の写し等）

□市町村の交付決定通知書の写し

□市町村の検査調書の写し

文言変更

文言追加

文言変更



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

５ 収支決算（商店街等店舗兼住宅等活用推進事業）

（１） 収入の部

（注）「地方債」の「備考」欄には、地方債の種類を記入してください。

（２） 支出の部

（注）詳細な積算根拠等は、任意の様式で添えてください。

５ 収支決算（商店街等店舗兼住宅活用推進事業）

（１） 収入の部

（注）「地方債」の「備考」欄には、地方債の種類を記入してください。

（２） 支出の部

（注）詳細な積算根拠等は、任意の様式で添えてください。

文言追加

区 分 決算額 備 考

県 補 助 金 円

一 般 財 源

地 方 債

そ の 他

計

区 分

（節別区分）
決算額 積 算 根 拠 備 考

補 助 金

円

計

区 分 決算額 備 考

県 補 助 金 円

一 般 財 源

地 方 債

そ の 他

計

区 分

（節別区分）
決算額 積 算 根 拠 備 考

補 助 金

円

計



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

６ 事業実績（商店街等店舗兼住宅等活用推進事業）

（注）１ 事業名、事業概要には、事業実施主体の行う事業名、事業概要を記入してください。

２ 交付決定の内容を上段に括弧書きで記入してください。

６ 事業実績（商店街等店舗兼住宅活用推進事業）

（注）１ 事業名、事業概要には、事業実施主体の行う事業名、事業概要を記入してください。

２ 交付決定の内容を上段に括弧書きで記入してください。

文言追加

事業名 事業概要

事業

実施

主体

着手年月日

完了年月日

総事

業費

補助

対象

経費

補助対象経費の財源内訳
補助対

象外経

費

備考

県補助金 一般財源 地方債

事業実

施主体

負担

円 円 円 円 円 円 円

計

事業名 事業概要

事業

実施

主体

着手年月日

完了年月日

総事

業費

補助

対象

経費

補助対象経費の財源内訳
補助対

象外経

費

備考

県補助金 一般財源 地方債

事業実

施主体

負担

円 円 円 円 円 円 円

計



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

７ 事業実施概要報告書（商店街等店舗兼住宅等活用推進事業）

（１）改修工事概要

７ 事業実施概要報告書（商店街等店舗兼住宅活用推進事業）

（１）改修工事概要

文言追加

店 舗 所 在 地
〒

店 舗 面 積 建物構造

建 築 年 階 数 階建

改 修 工 事 期 間 年 月 日 ～ 年 月 日

改 修 工 事 内 容

改 修 後 の 写 真 別添

出 店 者 募 集

開 始 日 年 月 日

出店者募集にあたっ

ての取組

店 舗 所 在 地
〒

店 舗 面 積 建物構造

建 築 年 階 数 階建

改 修 工 事 期 間 年 月 日 ～ 年 月 日

改 修 工 事 内 容

改 修 後 の 写 真 別添

出 店 者 募 集

開 始 日 年 月 日

出店者募集にあたっ

ての取組



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

第５号様式（第 21 条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 住所

氏名

生年月日 年 月 日

（法人及び任意団体の場合は、代表者氏名）

高知県空き店舗対策事業費補助金（空き店舗出店支援事業）実施状況報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で交付の決定（又は変更決定）が

ありました令和 年度高知県空き店舗対策事業費補助金について、同補助金交付要綱第 21 条第 1

項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１ 事業実施主体

２ 店舗所在地

３ 報告対象期間 事業完了後 年目

（営業開始日 令和 年 月 から）

４ 添付資料

□該当期間の営業状況がわかる確定申告書等

５ その他

様式追加



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

第５号様式の２（第 21 条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 市町村長

（代表者名 ）

所在地

生年月日 年 月 日

高知県空き店舗対策事業費補助金（商店街等店舗兼住宅等活用推進事業）実施状況報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で交付の決定（又は変更決定）

がありました令和 年度高知県空き店舗対策事業費補助金について、同補助金交付要綱第 21

条第２項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１ 事業実施主体

２ 店舗所在地

３ 報告対象期間 事業完了後 年目

（営業開始日 令和 年 月 から）

４ 補助事業完了後の空き店舗部分への出店状況

（提出時点で出店がない場合は、現在の募集状況について詳しく記載してください）

５ 添付資料

□補助事業完了後の空き店舗部分の状況が分かる資料（空き店舗部分への出店がある場合は、賃

貸契約書の写し及び店舗部分での営業が分かる写真、出店がない場合は出店者を広く募集して

いることが分かる資料（市町村の運営する空き店舗バンクや空き家バンク等への掲載、不動産

情報、テナント募集の写真等））

（注）事業実施主体毎に記載ください。

第５号様式（第 21条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 住 所

団体名

代表者氏名

高知県空き店舗対策事業費補助金（商店街等店舗兼住宅活用推進事業）実施状況報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で交付の決定（又は変更決定）が

ありました令和 年度高知県空き店舗対策事業費補助金について、同補助金交付要綱第 21 条

第 1 項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１ 事業実施主体

２ 報告対象期間 事業完了後 年目

（令和 年 月 から 令和 年 月まで）

３ 補助事業完了後の空き店舗部分への出店状況（提出時点で出店がない場合は、現在の募集状

況について詳しく記載してください）

４ 添付資料

□補助事業完了後の空き店舗部分の状況が分かる資料（空き店舗部分への出店がある場合は、賃

貸契約書の写し及び店舗部分での営業が分かる写真、出店がない場合は出店者を広く募集して

いることが分かる資料（市町村の運営する空き店舗バンクや空き家バンク等への掲載、不動産

情報、テナント募集の写真等））

（注）事業実施主体毎に記載ください。

様式の番

号変更

文言変更

文言追加

項の変更

文言変更



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表

新 旧 備考

第６号様式（第 21 条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 住所

氏名

生年月日 年 月 日

（法人及び任意団体の場合は、代表者氏名）

高知県空き店舗対策事業費補助金（空き店舗出店支援事業）報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で交付の決定（又は変更決定）

がありました令和 年度高知県空き店舗対策事業費補助金について、同補助金交付要綱第 21

条第４項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１ 事業実施主体

２ 店舗所在地

３ 営業を中止（廃止）する理由

４ 閉店日

参考様式１～４【省略】

参考様式

追加



高知県空き店舗対策事業費補助金交付要綱新旧対照表


